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はじめに
福岡市が自治協議会の設立を地域の皆様に提案して、早や４年が経ちました。地域で暮らす多くの住民が集まり、協議し、活動している自治協議会をパートナーに、市は、今後とも共働してまちづくりに取り組んでまいりたいと考えております。

平成17年3月の「福岡県西方沖地震」の際には、地域での迅速な安否確認が行われ、ご近所同士の声かけに安堵された方も多くいらっしゃったと思います。また、こどもの見守りや防犯パトロールなどの活動も、自治協議会を中心に取り組まれているところです。
市は、自治協議会設立の提案を行うと同時に、自治協議会への補助金をはじめ、校区担当職員を配置するなどのコミュニティ施策を進めてまいりました。こうした施策については、市にとってもはじめての試みだったことから、平成16年から4年間で検証することを皆様にご説明してきました。
　
平成18年10月から、自治協議会長や学識経験者から構成する「福岡市コミュニティ関連施策のあり方検討会」において、コミュニティ施策に対する検証・検討が行われ、このたび、市に第1次提言書をいただきました。この提言を踏まえ、コミュニティの主体的な活動を支え、共に住みよいまちづくりを進めるために、施策の見直し案を市として検討し、提案しているものです。
自治協議会を中心としたコミュニティづくりにご尽力いただいていることに、敬意を表しますとともに、真の「自治」に向けた取り組みが、一層進みますよう、本市も皆様のご意見を伺いながら施策を検討してまいります。よりよい地域づくりに向けて、今後ともご協力いただきますよう、お願いいたします。　
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